
   

 

指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可 

 

令和４年６月８日 

原子力規制庁 

１．趣旨 

○ 本議題は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法

律第 166号。以下「原子炉等規制法」という。）第 61条の 23の 11の規定に基づ

き、指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可について付議するものであ

る。 

 

２．背景 

○ 原子炉等規制法第 61条の 23の 11の規定に基づき、指定保障措置検査等実施機関

の役員の選任は、原子力規制委員会の認可を受けなければ、その効力を生じない

とされている。 

○ ５月 18日、指定保障措置検査等実施機関である公益財団法人核物質管理センター

から、別添１の申請書により、役員９名（常勤理事３名、非常勤理事５名、非常勤

監事１名）の選任の認可申請がなされた。 

○ なお、上記９名は任期満了に伴う選任である。 

 

３．申請の概要 

○ 核物質管理センターは、以下９名の役員を５月 12日に評議員会で選任した。任期

は、令和３年度に関する定時評議員会の終結の時（令和４年６月 24日予定）から、

理事は選任後２年以内（監事は４年以内）に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までである。 

 

＜理事長＞ 

下村 和生 （現職、■歳）【再任】 

   

＜業務執行理事＞ 

久野 祐輔 （現職、■歳）【再任】 

小林 功  （現職、■歳）【再任】 

 

＜非常勤理事＞ 

秋山 信将 （国立大学法人一橋大学大学院法学研究科教授、■歳）【再任】 

牛田 克己 （元核物質管理センター業務執行理事、■歳）【再任】 

内山 洋司 （一般社団法人日本エレクトロヒートセンター会長、■歳）【再任】 

海老原 充 （首都大学東京名誉教授、■歳）【再任】 
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木下 雅仁 （一般社団法人日本原子力産業協会事務局長兼国際部長、■歳）【再

任】 

 

＜非常勤監事＞ 

髙本 学 （一般社団法人日本電機工業会専務理事、■歳）【再任】 

 

○ 今回選任された９名については、「（公財）核物質管理センターにおける役員候補

の選考の考え方について」（別添２）に基づき、理事会が作成した役員候補者名簿

の中から、評議員会により選任された（別添３の議事録参照）。 

 

４．役員の選任の認可の考え方 

○ 原子炉等規制法第 61条の 23の５第３号の欠格事項に抵触していないこと。 

・原子炉等規制法違反により刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受ける

ことのなくなった後、２年を経過していない者 

・原子炉等規制法第 61 条の 23 の 12 の命令により解任され、解任の日から２年

を経過していない者 

○ 原子炉等規制法第 61条の 23の４第３号に規定する保障措置検査等実施業務の適

確な遂行に支障を及ぼすおそれがない役員の構成であること。 

○ 「退職管理基本方針について」（平成 22年６月 22日閣議決定）に沿って役員の選

任が行われていること。 

 

５．審査結果 

○ 以下のとおり、核物質管理センターの役員９名の選任について認可して問題ない。 

 選任された役員９名について、原子炉等規制法第 61条の 23の５第３号の欠

格事項に抵触する者はいないことを確認した。 

 選任された役員９名について、別添１の役員の選任理由のとおり十分な中立

性等を有することから、原子炉等規制法第 61条の 23の４第３号に規定する

保障措置検査等実施業務の適確な遂行に支障を及ぼすおそれがない役員の構

成であると考えられる。 

 下村理事長及び牛田理事は府省退職者であるが、再任であり、「退職管理基本

方針について」において示されている公募による選任が必要な状況ではない

ことを確認した。 

 

６．認可処分の取扱い 

○ 以上を踏まえ、本申請は原子炉等規制法第 61 条の 23 の 11 第１項の規定に基づ

き、別紙のとおり認可することを決定いただきたい。 
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 参照条文等  

 
○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32年法律第 166号） 
（指定の基準） 
第 61条の 23の 4 原子力規制委員会は、前条第一項の指定の申請があつた場合においては、その申請が次の各号に適
合していると認めるときでなければ、第 61条の 23の2の指定をしてはならない。 
一・二 （略） 
三 一般社団法人又は一般財団法人であつて、その役員又は社員の構成が保障措置検査等実施業務の適確な遂行に
支障を及ぼすおそれがないものであること。 
四・五 （略） 

 
（指定の欠格条項） 
第 61条の 23の 5 次の各号の一に該当する者には、第 61条の 23の 2の指定を与えない。 
一 (略) 
二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とのなくなつた後、2年を経過していない者 
三 その業務を行う役員のうちに、次のいずれかに該当する者のある者 
イ 前号に該当する者 
ロ 第 61条の 23の 12の規定による命令により解任され、解任の日から 2年を経過していない者 

 
（役員の選任及び解任等） 
第 61条の 23の 11 指定保障措置検査等実施機関の役員の選任及び解任は、原子力規制委員会の認可を受けなけれ
ば、その効力を生じない。 

2 （略） 
（解任命令） 
第 61条の 23の 12 原子力規制委員会は、指定保障措置検査等実施機関の役員又は保障措置検査員がこの法律若しく
はこの法律に基づく命令の規定又は業務規定に違反したときその他その職務を行うのに適当でないと認めるとき
は、その指定保障措置検査等実施機関に対し、その役員又は保障措置検査員を解任すべきことを命ずることができ
る。 

 
 
○退職管理基本方針について（平成 22年 6月 22日閣議決定）（抜粋） 
２ 職員の再就職の規制等に係る指針 
(1)・(2)（略） 
(3)任命権者による再就職適正化のための措置の実施 
ア 同一府省退職者が何代も連続して再就職している（略）政府関連公益法人等におけるポスト（特定ポスト） 
ⅰ（略） 
ⅱ 特定ポストについて事実上の再就職あっせんの慣行があるのではないかとの疑念を解消し、適正化を図る観点
から、 
a) （略） 
b) （略）当該再就職先の（略）政府関連公益法人等に対して、当該特定ポストの任期終了時点において公募に

よる後任者の選任を要請するなど適切な措置をとる。 
 
○公益財団法人核物質管理センター定款 
（役員の設置） 
第 23条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 6名以上12名以下 
(2) 監事 2名以内 

2 理事のうち 1名を理事長とし、必要がある場合には、1名を専務理事とする。 
3 （略） 
4 代表理事以外の理事のうち、3名以内を業務執行理事とする。 
（役員の選任） 
第 24条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 
2 理事長、専務理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
 
（役員の任期） 
第 27条 理事の任期は、選任後 2年以内で終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評議員会の終結までの
時とする。ただし、再任を妨げない。 

2 監事の任期は、選任後 4年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評議員会の終結の時までと 
する。 
3・4・5 （略） 
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別紙 

 

 

（案） 

番  号 

年 月 日 

 

公益財団法人核物質管理センター 

 理事長 下村 和生 宛て 

 

原子力規制委員会         

 

 

 

 

指定保障措置検査等実施機関の役員の選任の認可について 

 

 令和４年５月１８日付け０４核管総第３４号をもって申請のありまし

た上記の件については、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（昭和３２年法律第１６６号）第６１条の２３の１１第１項の

規定に基づき認可します。 
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